
 

 

神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金交付要綱 

 

 

（目的） 

第1条 この補助金は、長崎港湾漁港事務所（以下「事務所」という。）が分譲する神ノ島

工業団地の土地（以下「分譲地」という。）において、土壌汚染対策法（平成１４年法

律第５３号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する特定有害物質による汚染の

除去、当該汚染の拡散の防止その他必要な措置（以下「汚染の除去等の措置」という。）

を講ずる者に対し当該汚染の除去等に必要となる費用の一部を補助することにより、土

壌汚染対策の推進を図り、もって、神ノ島工業団地の販売促進を図ることを目的とする。 

 

（補助事業の内容） 

第2条 次の要件を全て満たす分譲地の購入者に対して、その者が実施する汚染の除去等

の措置に係る経費について土地購入金額の1割を限度として補助を行う。 

（１）神ノ島工業団地における汚染の除去等の措置が必要とされる海側の分譲地Ｃ－１

及びＣ－２（以下「分譲地」という。）を購入した者 

（２）分譲地取得（所有権移転）の後、２年以内に建設工事に着工する者 

 

（補助金の算定方法） 

第３条 この補助金の交付額は、以下のとおりとする。ただし、（３）により算出された

補助金の交付額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。 

 （１）事務所が算定する分譲地における舗装・盛土等に要する費用 

 （２）盛土をせず、通常土壌を処分するものに要する経費 

 （３）上記（１）から（２）を差し引いた額 

 

（事業の実施計画） 

第４条 この補助金を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、汚染の除去

等の措置を実施する３０日前までに、長崎港湾漁港事務所長（以下「所長」という。）

へ神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金事業実施計画書（様式第１号。以下「計画書」

という。）を提出しなければならない。 

２ 前項により計画書を提出しようとする者は、その提出時に仕入れに係る消費税等相当

額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０

８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方

税（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額

に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場

合には、これに減額して提出しなければならない。ただし、提出時において仕入れに係



る消費税等相当額が明らかでない場合については、この限りではない。 

 

（実施計画の認定） 

第５条 所長は、前条に規定する計画書の提出があったときは、これを審査し、補助事業

者にその結果を神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金事業実施計画認定通知書（様式第

２号。以下「認定通知書」という。）により通知するものとする。 

 

（実施状況の報告） 

第６条 補助事業者は、所長が指示したときは、補助事業の実施状況を速やかに報告しな

ければならない。 

 

（補助金の交付申請及び実績報告） 

第７条 補助金事業者は、神ノ島工業団地土壌汚染対策補助金交付申請書兼実績報告書

（様式第３号、以下「申請書等」という。）に関係書類を添えて、所長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 補助事業者は、前項の申請書等を、当該補助事業の完了した日から起算して１箇月以

内に所長に提出しなければならない。 

３ 第４条第２項ただし書きの規定により計画書を提出した者は、第１項の申請書等を提

出する場合において、仕入れに係る消費税等相当額が明らかになったときには、この金

額を補助金の額から減額して所長に報告しなければならない。 

４ 計画書を提出した者は、第１項の申請書等を提出した後において、消費税及び地方消

費税の申告により仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、この金額（減額し

て申請又は報告した場合にあっては、その金額のうち減じて提出又は報告した額を上回

る部分の金額）を補助金の額から減額して仕入れに係る消費税等相当額報告書により速

やかに所長へ報告しなければならない。この場合において、所長は、当該金額の返還を

請求するものとする。 

 

（補助金の交付決定及び額の確定） 

第８条 所長は、前条の規定により申請書等の提出があったときは、その内容を審査し、

必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認め、実績報告に係る補助

対象事業の成果が法や要綱等の規定に適合すると認めたときは、予算の範囲内において、

補助金の交付決定（交付決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件）及び補

助金の額の確定を行い、神ノ島工業団地土壌汚染対策補助金交付決定兼交付額確定通知

書（様式第４号。以下「確定等通知書」という。）により補助事業者へ通知するものと

する。 

 

（補助金の交付請求） 

第９条 確定等通知書を受けた者は、神ノ島工業団地土壌汚染対策補助金交付請求書（様

式第５号。以下「請求書」という。）により、請求するものとする。 



 

（交付の決定の除外） 

第１０条 所長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する者であると認めるときは、

交付の決定を行わないものとする。ただし、所長が別に定める補助金等に係る申請にあ

っては、この限りでない。 

(１) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

(２) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団

員（以下「暴力団員」という。） 

(３) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他所長が認めるもの 

 

（是正のための措置） 

第1１条 所長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場

合において、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれ

に附した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業につき、これに適合させるた

めの措置をとるべきことを当該補助事業者に対して指示することができる。 

２ 第７条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助事業について準用する。 

 

（補助金等の交付の決定の取消し） 

第1２条 所長は、補助事業者が第１０条の各号のいずれかに該当することが判明し、補

助金等の他の用途への使用をし、その他補助事業等に関して補助金等の交付の決定の内

容又はこれに附した条件その他法令等又はこれに基づく所長の処分に違反したときは、

補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 

３ 第８条の規定は、第１項又は第２項の規定による取消しをした場合について準用する。 

 

（補助金等の返還） 

第１３条 所長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取

消しに係る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返

還を命ずるものとする。 

２ 所長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

３ 所長は、第１項の返還の命令に係る補助金の交付の決定の取消しが前条第２項の規定

によるものである場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、当該補助事

業者の申請により、返還の期限を延長し、又は返還の命令の全部若しくは一部を取り消

すことができる。 

４ 補助事業者は、前項の申請をしようとする場合には、申請の内容を記載した書面に、

当該補助事業に係る間接補助金等の交付又は融通の目的を達成するためとった措置及び



当該補助金の返還を困難とする理由その他参考となるべき事項を記載した書類を添えて、

所長に提出しなければならない。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１４条 補助事業者は、第１２条第１項の規定による補助金の交付の決定の取消しを受

け、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日

までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間に

ついては、既に納付した額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算

した加算金を事務所に納付しなければならない。 

２ 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、

返還を命ぜられた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返

還を命ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達

するまで順次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領したものとする。 

３ 第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納

付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該

返還を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 

４ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合

におけるその後の期間については、既に納付した額を控除した額）年１０．９５パーセ

ントの割合で計算した延滞金を事務所に納付しなければならない。 

５ 所長は、第１項又は前項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、

当該補助事業者の申請により、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができ

る。 

６ 補助事業者は、前項の申請をしようとする場合には、申請の内容を記載した書面に、

当該補助金の返還を遅延させないためとった措置及び当該加算金又は延滞金の納付を困

難とする理由その他参考となるべき事項を記載した書類を添えて、所長に提出しなけれ

ばならない。 

 

（補助金の経理等） 

第１５条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類

を備え、当該補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければな

らない。 

 

附則 

１ この要綱は、令和２年２月２５日から施行し、令和元年度予算に係る補助金に適用す

る。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金にかかる予算が成立した場合

に適用するものとする。 



年   月   日 

 

 長崎港湾漁港事務所長 様 

 

     申請者住所 

 

        氏名              印 

 

神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金事業実施計画書 

 

 このことについて、下記のとおり神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金事業実施計画

を提出します。 

 

記 

１ 事業の目的 

  ・建物建設に伴い必要となる土壌汚染対策に係る汚染の除去等の措置 

 

２ 事業の内容 

  ・実施する汚染の除去等の措置の内容 

 

  ・実施措置を選択した理由 

 

３ 事業着工予定年月日          年  月  日 

 

４ 事業完了予定年月日          年  月  日 

 

５ 事業費 (掘削費、処分費、運搬費等) 

                          円 

 

 添付書類 ・事業実施計画書及び所要額内訳書（別紙１） 

      ・その他長崎港湾漁港事務所長が必要と認める書類 

 

 

 

 

様式第 1号（第４条関係） 



（別紙１） 

 

事業実施計画書及び所要額内訳書 

 

 

１ 土壌汚染対策として実施予定の工事等 

（１）事業実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

（実施を予定している土壌汚染対策の工事内容を詳細に記載すること） 

  ※１ 工事場所が分かる図面等の関係書類を添付すること 

  ※２ 本計画において、土壌汚染対策法に基づき長崎市へ提出した書類があれば、 

     その書類の写しを添付すること 

（２）所要額内訳 

経費区分 
対象経費の 

支出予定額 
積 算 内 訳 備 考 

（例） 

掘 削 費 

運 搬 費 

処 分 費 

○ ○ ○ 

・ 

・ 

・ 

 

 

円   

合  計    

  ※工事の積算内訳の根拠となる見積書等の関係資料を添付すること 

 



２ 土壌汚染対策が不要と仮定した場合の工事等 

（１）想定される事業実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

（実施が想定される工事内容を詳細に記載すること） 

  ※工事場所が分かる図面等の関係書類を添付すること 

 

（２）所要額内訳 

経費区分 
対象経費の 

支出想定額 
積 算 内 訳 備 考 

（例） 

掘 削 費 

運 搬 費 

処 分 費 

○ ○ ○ 

・ 

・ 

・ 

 

 

円   

合  計    

  ※工事の積算内訳の根拠となる見積書等の関係資料を添付すること 

 



 

  年  月  日 

 

         様 

 

 

         長崎港湾漁港事務所長   

 

 

神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金事業実施計画認定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあったこのことについては、神ノ島工業団地土壌

汚染対策補助金事業として認定します。 

 つきましては、事業完了後に「神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金交付申請書兼実

績報告書」を提出してください。 

 

 

 

 

（実績報告書に添付するもの） 

・事業実施報告書及び精算額内訳書（別紙１） 

・請負又は委託事業の契約書の写し 

・消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（別紙２） 

・その他長崎港湾漁港事務所長が必要と認める書類 

 

様式第 2号（第５条関係） 



 

年   月   日 

 

 長崎港湾漁港事務所長 様 

 

 

    申請者住所 

 

 

       氏名              印 

 

 

神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金交付申請書兼実績報告書 

 

 このことについて、下記のとおり事業が完了したので報告します。併せて補

助金の交付を申請します。 

 

記 

１ 事業の実績 

  ・実施した汚染の除去等の措置の内容 

 

  ・実施した措置を選択した理由 

 

２ 事業着工年月日          年  月  日 

 

３ 事業完了年月日          年  月  日 

 

４ 事業費                    

         ・総 額           円 

         ・補助金           円 

 

 添付書類  ・事業実施報告書及び精算額内訳書（別紙１） 

 ・請負又は委託事業の契約書の写し 

 ・消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（別紙２） 

・その他長崎港湾漁港事務所長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

様式第 3号（第７条関係） 



（別紙１） 

 

事業実施報告書及び精算額内訳書 

 

 

１ 土壌汚染対策として実施した工事等 

（１）事業実施報告 

 

 

 

 

 

 

 

（実施した土壌汚染対策の工事内容を詳細に記載すること） 

  ※工事場所が分かる図面等の関係書類を添付すること 

 

（２）精算額内訳 

経費区分 
対象経費の 

支出済み額 
積 算 内 訳 備 考 

（例） 

掘 削 費 

運 搬 費 

処 分 費 

○ ○ ○ 

・ 

・ 

・ 

 

 

円   

合  計    

  ※工事の積算内訳の根拠となる請求書等の関係資料を添付すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 土壌汚染対策が不要と仮定した場合の工事等 

（１）想定された実施事業 

 

 

 

 

 

 

 

（実施した工事実績に対して想定された工事内容を詳細に記載すること） 

  ※１ 工事場所が分かる図面等の関係書類を添付すること 

※２ 本実績において、土壌汚染対策法に基づき長崎市へ提出した書類が 

     あれば、その書類の写しを添付すること 

 

（２）精算想定額内訳 

経費区分 
対象経費の 

支出想定額 
積 算 内 訳 備 考 

（例） 

掘 削 費 

運 搬 費 

処 分 費 

○ ○ ○ 

・ 

・ 

・ 

 

 

円   

合  計    

  ※工事の積算内訳の根拠となる見積書等の関係資料を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙２） 

年   月   日 

 

 

 長崎港湾漁港事務所長 様 

 

 

    申請者住所 

 

 

       氏名              印 

 

 

 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

このことについて、下記のとおり報告します。 

 

 

 ・消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に 

係る仕入控除税額 

 

 

   金           円 

 

 

（添付書類） 

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が 

把握できる資料、特定収入の割合を確認できる資料） 

 

 

 ※当該控除が該当する場合のみ提出すること 

 



 

                              番     号 

年  月  日 

 

         様 

 

 

         長崎港湾漁港事務所長   

 

 

神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金交付決定兼交付額確定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあったこのことについては、神ノ島工業団地土壌

汚染対策補助金については、神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金交付要綱第８条の規

定に基づき、次のとおり、交付決定及び交付額を確定したので、通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 交付決定額   金           円 

 

２ 交付確定額   金           円 

 

様式第 4号（第８条関係） 



 

 

 

 

金             円 

 

 

 

神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金交付請求書 

 

 

  年  月  日付け  長振港漁第   号で額の確定の通知があっ

た神ノ島工業団地土壌汚染対策費補助金を上記のとおり交付されるよう、神ノ

島工業団地土壌汚染対策費補助金交付要綱第９条の規定により、請求します。 

 

 

  年  月  日 

 

 

 

長崎港湾漁港事務所長 様 

 

 

 

請求者住所 

 

 

氏名             印 

 

 

補助金振込先 

金融機関名 
銀行・信用金庫・農業協同組合 支店・支所 

    その他（             ） （        ） 

口座番号  

預金種別 １.普通 ２.当座 ３.貯蓄預金 ４.その他 

フリガナ  

口座名義  

 

様式第 5号（第９条関係） 


